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議員各位には、平素から市政運営に御支援をいただき、心から

感謝を申し上げます。 

本日ここに、新年度に臨む私の所信及び市政の基本方針を申し

上げ、議員各位及び市民の皆様の御理解と御協力を賜りたいと存

じます。  

 

Ⅰ はじめに 

 

平成１３年５月１日に誕生したさいたま市は、昨年、市制のス

タートから２０周年という大きな節目を迎えました。浦和市、大

宮市、与野市の３市の合併によって誕生した本市は、平成１５年

４月、全国で１３番目となる政令指定都市へ移行し、平成１７年

には岩槻市と合併し、１０区によって構成される現在の市域が形

成されました。１０３万人でスタートした総人口は、平成３０年

９月には１３０万人を突破し、現在では、１３３万人を擁する首

都圏を代表する都市へと発展を遂げてまいりました。  

この間 、「２０ ０２ＦＩＦＡワールドカップ」や、平成２９年

の「第８回世 界盆栽大 会  in さいたま」、そして昨年は、「東京 

２０２０オリンピック競技大会」など、世界的なイベントが本市

に お い て 開 催 さ れ 、 各 国 の 選 手 団 や 要 人 、 観 戦 や 観 光 に 訪 れ る

人々を迎える国際都市としても地歩を築いてまいりました。  
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（２０年間の振り返り） 

今日に至る２０年間、本市は、市民の融和と一体感の醸成を進

めるとともに、都市基盤の整備と市民生活の向上とを両輪にしな

がら市政の発展に取り組んでまいりました。  

市 民 の 融 和 と 一 体 感 の 醸 成 で は 、 平 成 １ ４ 年 に 市 の 木 ・ 市 の

花・市の花木、平成１５年には市の歌「希望（ゆめ）のまち」な

ど、市民の皆様が共有し親しむシンボルの制定を進めてきたほか、

戦後６０年の 節目となっ た平成１７年には、「さいたま市平和都

市宣言」を国内外に向けて宣言いたしました。  

誕生１０周年となった平成２３年には、都市イメージキャッチ

フレーズ「のびのびシティさいたま市」を策定したほか、区の花

のデザインを定めるなど、１０区１０色
と い ろ

の個性を深める取組を進

めてまいりました。 

そして誕生２０周年を迎えた昨年には、市制がスタートした日

として本市の歴史において最も重要な日である５月１日を「さい

たま市民の日」と定めたほか、市民の皆様の郷土への思いや市民

としての誇りを込めた「さいたま市民憲章」を制定しました。  

都市基盤の整備について振り返りますと、２都心の一つ、大宮

駅周辺・さいたま新都心周辺地区では、平成３０年７月に「大宮

駅グランドセントラルステーション化構想」を策定するとともに、

東口における公共施設再編による連鎖型まちづくりでは、令和元

年５月に、大宮区役所と大宮図書館の複合公共施設の移転再整備
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が実現し、本年４月には市民会館おおみやが大門町二丁目中地区

の再開発ビルへ移転いたします。  

浦和駅周辺地区では、平成１９年１０月、駅東口に複合公共施

設「コムナーレ」がオープンし、平成２５年３月には地元の皆様

や関係者の御尽力によって浦和駅の高架化と東西連絡通路が完成

し、駅周辺の利便性や回遊性が大きく向上いたしました。 

４つの副都心においても、日進・宮原地区では、日進駅舎の橋

上化やさいたま北部医療センターの移転再オープン、武蔵浦和地

区では、南区役所等の複合公益施設「サウスピア」の整備、美園

地区では、美園コミュニティセンター等の複合施設の整備やみそ

のウイングシティの土地区画整理事業、岩槻駅周辺地区では、岩

槻駅舎の橋上化及び東西自由通路の完成など、副都心としてのま

ちづくりを着実に進めてまいりました。 

また、中央区の与野本町駅周辺では、区役所を始めとする公共

施設の再編等を進め、令和２年４月には与野本町小学校複合施設

「いーよの」の開設、昨年１２月には、中央消防署の移転が実現

しました。  

人口減少時代の到来を見据えたとき、強い産業力の醸成は本市

誕生以来の重要な課題でありました。このため、平成１６年３月

には、さいたま市産業創造財団を創設し、平成１７年度からは、

本市にふさわしい産業集積を目指した戦略的な企業誘致活動を展

開するとともに、独創性・革新性に優れた市内の研究開発型もの
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づくり企業に対する認証支援制度の創設や企業の海外展開支援な

ど、独自の中小企業支援にも取り組んでまいりました。 

また、紅赤やくわいなどの市内農産物のブランド化や、ヨーロ

ッパ野菜による農商工連携の推進など、新たな時代に対応した農

業振興を進めてまいりました。  

市民生活の向上に向けた歩みを振り返りますと、平成２１年度

にスタートした「土曜チャレンジスクール」が、平成２４年度に

は市立小中学校全校で実施を実現するなど、学校・家庭・地域が

連携して子どもを支える取組を進めてきました。平成２８年度か

らは、国にさきがけた新しい英語教育「グローバル・スタディ」

を全ての市立小中学校で導入し、平成３１年４月には、埼玉県初

の中等教育学校となる大宮国際中等教育学校が開校するなど、国

際化の時代にふさわしいグローバル人材の育成に取り組んでまい

り ま し た 。 こ れ ら の 結 果 、 全 国 学 力 ・ 学 習 状 況 調 査 に お い て 、

「学校に行くのは楽しいと思う」、「自分には、よいところがある

と思う」と答えた児童生徒の割合は、全国平均を毎回大きく上回

り、令和元年度の英語教育実施状況調査においては、英検３級相

当以上の中学３年生の割合が、全国平均の４４％を大きく上回る

７７％に達するなど、本市の教育が子どもたちの健やかな成長に

確実に結びついていると考えております。  

障害のある人もない人も誰もが権利の主体として安心して地域

で暮らしていける社会の実現を目指した取組では、平成２３年３

月に、いわゆるノーマライゼーション条例を政令指定都市で初め
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て制定し、障害者の人権を守り、社会参加を推進するための移動

支援や通学通所支援、働く機会の創出につながる全国初の就労時

の支援などに取り組んでまいりました。 

子育て世代の社会増が続く本市にとって、待機児童ゼロや「子

育て楽しいさいたま市」の実現は一貫して重要課題であり続けて

きました。このため、認可保育所等の積極的な整備を進め、この

２ ０ 年 間 で 定 員 を 約 １ ９ ， ２ ０ ０ 人 増 の 約 ３ ． ３ 倍 と し 、 平 成 

３０年度からスタートした本市独自の「子育て支援型幼稚園」は、

昨年末時点で４６園にのぼるなど、公民が一体となり、選べる子

育て環境を整 えてまいり ました。また、「さいたまパパ・スクー

ル」や「パパサンデー」、「孫育て講座」などを通じて親と子、家

族の絆を深める子育て参加の機会拡充を進めてまいりました。  

 私は、スポーツには、コミュニティを活性化させ、地域経済に

活力をもたらすなど、これからの時代に大変重要な役割を果たす

力 が あ る と 考 え て ま い り ま し た 。 こ の た め 、 平 成 ２ ２ 年 ３ 月 の

「さいたま市スポーツ振興まちづくり条例」の制定や、平成２３

年１０月のさいたまスポーツコミッション設立などの環境整備を

進めるとともに、平成２５年度から始まった「ツール・ド・フラ

ンスさいたまクリテリウム」の開催や、エリートランナーと同じ

コースに参加者が挑戦できる「さいたま国際マラソン」の開催な

ど、スポーツを活用した総合的なまちづくりを推進してまいりま

した。その結果、週１回以上スポーツをする市民の割合は、平成

１５年度の２８．５％から、令和２年度に６６．６％へ大きく増
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加するとともに、スポーツイベントなどによる経済波及効果は、

平成２３年度から令和２年度までの累計で約８３２億２，０００万

円にのぼりました。 

ま た 、 平 成 ２ ２ 年 ３ 月 に 大 宮 盆 栽 美 術 館 が 開 館 、 平 成 ２ ３ 年 

１２月には「さいたま市文化芸術都市創造条例」の制定、そして

令和２年２月には岩槻人形博物館を開館し、地域資源や文化芸術

が持つ力を生かした文化芸術都市の創造に取り組んできました。 

この２０年の歩みの中で、本市は、かつてない危機にも直面し

てまいりました。平成２３年３月に発生した東日本大震災では、

本市においても、人的被害・物的被害が発生し、市民生活に大き

な影響を及ぼしました。その教訓を踏まえ、平成２４年度から帰

宅困難者一斉帰宅の抑制対策を市内企業とも連携しながら推進し、

美園地区では 、「スマー トホーム・コミュニティ」の整備にレジ

リエンスの視点も取り入れるなど、災害に強い都市づくりを進め

てまいりました。また、令和元年東日本台風では、観測史上最大

の大雨に見舞われ、本市でも大規模な浸水被害が発生しました。

本市は、油面川排水機場の整備を前倒しで実施するなどの浸水対

策を進めるとともに、災害時の防災情報電話サービスの開始など、

ハード・ソフト両面で更なる防災・減災対策の強化を進めてまい

りました。  

そして今、新型コロナウイルス感染症が世界を席巻し、本市に

も災害級ともいえる状況をもたらしています。本市では、市民の

命 と 生 活 を 守 る こ と を 最 優 先 に 、 令 和 ２ 年 ４ 月 以 降 で 総 額   
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２，７００億円を超える緊急対策予算を措置し、検査・医療体制

の整備や迅速確実なワクチン接種、感染拡大によって落ち込んだ

市内経済を活性化させる取組を着実に進めてまいりました。  

特に、ワクチン接種につきましては、医療従事者の皆様や市民

の皆様の御理解と御協力の結果、昨年１１月末時点で接種対象者

の８４．５％の方に２回目の接種を完了し、当初の目標であった

７０％を大きく上回ることができました。皆様の御協力に改めて

御礼を申し上げます。 

 

（成果に対する市内外からの評価） 

このような歩みを経て、本市は今日、都市の成長力、財政の健

全性、市民満足度などにおいて政令指定都市の中でもトップレベ

ルの都市として発展することができました。  

都市の成長力につきましては、令和２年国勢調査の結果、平成

２７年からの人口増減数で本市は２０の政令指定都市で４位、人

口増減率では福岡市に次いで２位という結果になりました。総務

省が発表した０歳から１４歳までの子どもの転入超過数は、平成

２７年から６年連続で全国１位を維持しています。  

事業所数は、平成２４年から２８年に６３８社純増し、その増

加数は政令指定都市で４位に位置しています。  

財 政 の 健 全 性 に つ き ま し て は 、 財 政 力 指 数 は 政 令 指 定 都 市 で 

３ 番 目 に 高 く 、 市 民 一 人 当 た り の 市 債 残 高 で は 政 令 指 定 都 市 で 

２番目に低いなど、健全な財政状況を維持しています。 
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市 民 満 足 度 に つ き ま し て は 、 今 年 度 の 市 民 意 識 調 査 で 本 市 を

「住みやすい 」と答えた 市民の割合は８５．６％、「住み続けた

い」と答えた方は８５．２％と、２年連続で共に８５％を超える

結果となりました。 

また、最新の「全４７都道府県幸福度ランキング２０２０年版」

では、政令指定都市の中で総合１位、日経グローカルが昨年１月

に発表した「全国市区ＳＤＧｓ先進度調査」で総合１位となるな

ど、民間のランキングにおいても高い評価をいただいています。 

平成の大合併のさきがけともなったさいたま市が、今日このよ

うに発展を遂げてまいりましたのも、誕生に至るまでの多くの先

達の御努力と、誕生以来２０年にわたり、議員各位、市民の皆様、

企業・団体の皆様が、ともに汗をかき、様々な困難を乗り越え、

力を尽くしてくださったことの賜物にほかなりません。 

皆様の御尽力に、心から感謝を申し上げます。  

 

Ⅱ さいたま市の新時代に向けて 

 

先人の汗と皆様の御尽力による２０年の道のりを経て、人間で

いえば成人として歩み始めた本市は、ここからさらに個性や強み

に磨きをかけ、都市としての成熟を深めていくステージを迎えて

います。  

私は、本市が感染症や自然災害に適切に対処し、それを克服し

ていく強靭さを備えていくこと、また、魅力や強みを伸ばすこと
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で一層のさいたま市らしさを発揮していくとともに、誰一人取り

残さず、誰もが住みやすく、かつ持続可能な地域社会を創造して

いくことが、本市の新時代に向けた挑戦にほかならないと考えて

おります。  

さらには、それらを実現するため、市役所は、新たな時代に対

応する市役所に進化していくことが、本市の次なるステージへ向

けての課題であると考えております。 

 

（感染症を克服し、真に災害に強いレジリエントシティを目指す） 

新型コロナウイルス感染症の克服は、今なお喫緊の課題であり

ます。ワクチンの追加接種を迅速確実に進めるとともに、これま

での取組を検証し、国・県と一層緊密な連携を図りながら検査体

制や感染拡大防止の更なる強化を進め、新たな変異株の発生など、

あらゆる事態に柔軟かつ的確に対応してまいります。その上で、

落ち込んだ市内経済回復のための取組を進め、感染拡大防止と社

会経済活動の両立を図ってまいります。 

また、切迫性が高まっている首都直下地震や激甚化する自然災

害への対策も万全にしていく必要があります。都市・生活インフ

ラの耐震性の確保や治水対策を進めることはもとより、感染拡大

の状況下において災害が発生することも念頭に置きながら、迅速・

円滑に災害情報を受発信し、配慮を要する方の避難体制を確保す

るなど、ハード・ソフト一体となった防災対策に、市民や事業者

の皆様と一丸となって取り組んでまいります。  
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（ポストコロナの新たなさいたま市の創造） 

２１世紀の幕開けに船出をしたさいたま市は、コロナ禍という

荒波の中で２０年の節目を迎え、ここから新たな時代に向かって

舵を切っていく必要があります。  

まず、本庁舎整備等の在り方については、本市誕生以来、残さ

れた大変重要な課題であると認識しており、私も就任以来、この

課題に方向性を示すことを自らの責務として、取り組んでまいり

ました。  

昨年１２月には、市民の皆様から広く御意見を伺い、市の方針

を取りまとめた「新庁舎整備等基本構想」を策定し、現在その内

容について、市民の皆様、企業・団体の皆様への周知に取り組ん

でいるところであります。さいたま市の未来を見据えたまちづく

りを実現していくためには、新庁舎整備及び現庁舎地の利活用に

ついて、更なる具体化を図っていくことが必要です。今後も引き

続き、市の方針についてしっかりと周知をさせていただいた上で、

市役所の位置に関する条例の改正案を然るべき時期に提出させて

いただく予定でありますので、御理解をいただきますよう、お願

い申し上げます。  

現下のコロナ禍は、テレワークやキャッシュレス決済などの急

速な普及をもたらすなど、社会のあらゆる分野において、デジタ

ルトランスフォーメーション（ＤＸ）への気運が高まり、動きが

加速しています。都市空間においては、ゆとりあるオープンスペ

ースや緑豊かな空間へのニーズが高まりつつあると言われるなど、
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コロナ禍は、人々の働き方や暮らし方、都市基盤整備の在り方、

そして、それらの根底にある人々の考え方に大きな影響を及ぼし

つつあります。そうした中にあっても、気候変動への対応や人生

１００年時代への対応は待ったなしの課題です。  

国の内外に起きているあらゆる時代の変化を的確に捉えながら、

新たな羅針盤である総合振興計画のもとで、環境未来都市やスポ

ーツ先進都市、日本一の教育都市や東日本の未来を創る対流拠点

都市の創造など、本市の魅力にさらに磨きをかける取組を推進し、

さいたま市らしさの深化に取り組んでまいります。  

 

（誰一人取り残さず、誰もが住みやすく持続可能な地域社会の実現） 

本市が持続可能な成長・発展を続けていくためには、「誰一人

取り残さない」というＳＤＧｓの理念のもとに、直面する課題に

迅速かつ的確に対応する必要があります。  

 本格的な人口減少・超高齢時代の到来に備えて、「子育て楽し

いさいたま市」の更なる進化や、高齢者が生涯現役として暮らせ

る社会の実現など、あらゆる世代が輝けるまちづくりを進めてま

いります。  

 また、新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の停滞

や、単身世帯の増加など、深まる社会的孤立に対しては、セーフ

ティネットの確保や地域の絆などのソーシャルキャピタルを高め、

人と人が支え合い、誰もが自分らしく暮らせるまちづくりを進め

てまいります。  
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 私自身先頭に立ってリーダーシップを発揮し、誰一人取り残さ

ず、誰もが住みやすく持続可能な地域社会の実現を目指してまい

ります。  

 

（新たな時代に対応する市役所の創造）  

 本市の総人口は、２０３０年をピークに減少することが予想さ

れています。公共施設の老朽化や社会保障費の増加が見込まれる

など、本市が直面する課題が複雑化・多様化していく中、従来の

行政の在り方を絶えず見直していくことが求められております。 

また、新技術であるデジタル技術は、市民サービスの向上や行

政事務の効率化・迅速化に大きな可能性を秘めており、今般の新

型コロナウイルス感染症により、デジタル化の推進は時代の急務

ともなりました。  

さらに、企業、大学等と行政がそれぞれの強みを発揮しながら、

より一層力を合わせていく公民学共創を実現していくことが、新

たな時代に対応する市役所の進化には不可欠です。  

本市においても、行政手続の原則オンライン化など、デジタル

ファーストな行政運営への転換を図り、市民の皆様に、よりスピ

ーディーで利便性の高い行政サービスを提供してまいります。同

時に、職員のテレワークなどを一層推進することで、多様な働き

方 を 実 現 し 、 市 民 の 皆 様 は も と よ り 働 く 職 員 も 幸 せ に な る   

「Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ（ウェルビーイング）経営」に取り組ん

でまいります。  
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また、様々な分野において公民学共創を推し進め、新たな時代

にふさわしいさいたま市役所の創造につなげてまいります。  

 

Ⅲ 令和４年度予算案の概要  

－難局を乗り越え、さいたま市のシンカに取り組む予算－ 

 

令和４年度当初予算につきましては、ただいま申し上げた基本

的な考えのもと、総合振興計画に掲げる重点戦略事業や各分野の

事業等を着実に進め、新型コロナウイルス感染症の拡大による難

局を乗り越え、都市としての成熟を深めて、さいたま市のシンカ

に取り組む予算として編成しました。 

予算編成に当たりましては、特に、新型コロナウイルス感染症

や自然災害への対策を一層強化すること、ポストコロナを見据え、

さいたま市らしさを深化させること、一方で誰一人取り残さない

包括的な支援を充実させること、そして市役所のＤＸと公民学共

創を推進することを重視しました。また、国の補正予算とも連動

しながら、令和３年度１２月補正予算から令和４年度当初予算ま

でを通じた、切れ目のない予算編成に取り組んだところでありま

す。 

 そ の 結 果 、 来 年 度 の 一 般 会 計 当 初 予 算 総 額 は 、 対 前 年 度 比   

４．２％増で６，３７３億円、特別会計予算総額は３，２３７億円、

企 業 会 計 予 算 総 額 は １ ， ３ ０ ５ 億 円 と な り 、 全 会 計 予 算 総 額 は 

１兆９１６億円となりました。  
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Ⅳ 令和４年度の主な事業等  

 

それでは、令和４年度の主な事業等を申し上げます。  

 

（新型コロナウイルス感染症と自然災害への対策の強化） 

まず、新型コロナウイルス感染症の対策としまして、市民の生

命及び健康を守るため、ワクチン接種体制を確保し、引き続き迅

速かつ確実に予防接種を進めてまいります。また、市内の自宅療

養者を支援するため、訪問看護ステーションへの補助や酸素濃縮

装置の確保、パルスオキシメーターや食料品等の配送などを行っ

てまいります。  

次に、自然災害への対策では、震災時において落橋などの致命

的な被害を防ぐため、大栄橋や羽根倉橋等について橋脚の耐震補

強を実施します。また、近年の豪雨災害を踏まえた治水安全度の

向上を図るため、新川、黒谷川等の準用河川の改修や雨水管・雨

水貯留施設等の整備を推進してまいります。さらに、災害時には

避難所となる市立中学校の体育館への空調機の整備を進めるとと

もに、被災者の生活を再建する支援の取組として、罹災証明書交

付の更なる迅速化が可能となるよう、システムを再構築します。 

 

（ポストコロナを見据えたさいたま市らしさの深化） 

新型コロナウイルス感染症は、社会や人々の生活様式に様々な

影響を及ぼしております。ポストコロナを見据えた新たな日常へ
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向けて、本市がこれまでの都市づくりで育んできた魅力に磨きを

かけ、さいたま市らしさを深化させてまいります。  

大宮駅 周辺・さ いたま新都心周辺地区では、「大宮駅グランド

セントラルステーション化構想」に基づき、大宮駅周辺街区のま

ちづくり、交通基盤整備及び駅機能の高度化の事業化に向けた検

討を実施するとともに、シェア型マルチモビリティの実証実験の

拡充を図るなど、ＭａａＳの実装に向けた取組を推進してまいり

ます。  

浦和駅周辺地区では、浦和らしい風格ある都市づくりを進めて

いくため、ま ちづくりの 指針となる「（仮称）浦和駅周辺まちづ

くりビジョン」を策定します。  

与野本町駅周辺では、中央区役所周辺の公共施設において、施

設の安全性や公共サービスの質を高めるとともに、地域住民が交

流する場の創出を目指し、公共施設再編の基本計画を策定します。

また、地下鉄７号線の延伸に向けて、鉄道事業者への事業実施要

請に必要となる速達性向上事業に関する計画素案の案を作成する

とともに、中間駅周辺まちづくりの検討を進めてまいります。  

持続可能な社会の実現に向けては、エネルギー地産地消の推進

体制の構築や脱炭素先行モデル事業の調査・検討を進めるなど、

ゼロカーボンシティの実現に取り組んでまいります。また、本市

がこれまで取り組んできた「Ｅ－ＫＩＺＵＮＡ Ｐｒｏｊｅｃｔ」、

「次世代自動車・スマートエネルギー特区」、「スマートシティさ

い た ま モ デ ル 」 を 国 内 外 に 発 信 す る た め 、「 Ｅ － Ｋ Ｉ Ｚ Ｕ Ｎ Ａ 
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グローバルサミット」を開催します。さらに、見沼田圃の保全・

活用・創造を先導し、市民のオアシスとなる緑の拠点として、さ

いたまセントラルパークの整備を本格化してまいります。 

本市の 強みの一 つであるスポーツに関しては、「さいたまスポ

ーツシューレ」のネットワークを活用し、ＩＣＴ・スポーツテッ

ク・ヘルスケアなどの先端的な知見をスポーツ指導に活かしてい

く取組や、スポーツビジネスの創出・活性化事業を実施するとと

もに、スポーツシューレ推進施設の整備に向けた調査・検討を進

めてまいります。また、民間力やデジタル技術を活用し、スポー

ツ観戦やイベント開催による採算を重視した次世代型スポーツ施

設の誘致・整備に向けて、アドバイザリー業務等を実施します。 

本市の魅力である特色ある学校教育の深化に向けては、武蔵浦

和駅周辺地区に義務教育学校を整備するための基本設計を実施し

ます。また、建設に伴い利用停止となる沼影市民プールを含む市

内レジャープールについて、今後の在り方に関する調査・検討を

進めてまいります。大和田地区においては、保育所、放課後児童

クラブのほか、市民利用を前提とした学校体育施設を複合化した

小学校を整備するための実施設計を実施します。  

このほか、大消費地に近接する立地特性を生かした都市農業の

持続的な発展に向けて、ＡＩ・ＩｏＴなどの先進技術の活用支援

を行い、農業のＤＸを促進するなど、本市の強みを生かす産業振

興に取り組んでまいります。  
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（誰一人取り残さない包括的な支援の充実） 

社会経済状況が大きく変化する中、誰もが住みやすく持続可能

な地域社会の実現に向けて、ＳＤＧｓの理念を基に、誰一人取り

残さない包括的な支援の充実を図ってまいります。  

具体的には、複合的な課題を抱えている方などの相談を受ける

「福祉まるごと相談窓口」や、身近な場所で、子育て全般に関す

る相談や児童等への必要な支援を実施する「子ども家庭総合支援

拠点」を１０区全てに開設し、包括的な相談体制を強化してまい

ります。  

また、介護等が必要な家族等をケアする、いわゆるケアラー・

ヤングケアラーを社会全体で支えるため、この問題に対する社会

的認知度や理解の向上を図る啓発事業を行うとともに、引き続き

実態把握に努め、支援策の更なる充実を図ってまいります。あわ

せて、「さい たま市ケア ラー支援条例」の制定を目指してまいり

ます。  

子育てに関しては、多子世帯の子育てを支援するための取組を

強化していくとともに、仕事、子育てなどにより自ら相談に出か

けることが難しいひとり親家庭への訪問等相談事業を民間団体の

活用などにより新たに実施してまいります。  

教育の分野では、令和５年４月に予定する、ひまわり特別支援

学校への知的障害教育部門高等部の設置に向けた準備を進めると

ともに、「不登校等児童生徒支援センター（通称：Ｇｒｏｗｔｈ）」

を新たに設置し、ＩＣＴを活用した学習支援や訪問相談等を実施
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してまいります。  

デジタル技術が自治会活動を支えコミュニティの活性化にもつ

ながっていくよう、自治会の運営負担の軽減や地域の高齢者の見

守りなどを可能とする電子回覧板のモデル事業を自治会と連携し

て実施してまいります。  

このほか、女性やＤＶ被害者等に対する相談・支援体制の強化

や、交通空白地区等におけるＡＩデマンド交通の導入に向けた検

討などを進めることで、誰一人取り残さず、誰もが住みやすく持

続可能な社会の実現に向けて、取組を進めてまいります。 

 

（市役所ＤＸの推進と公民学共創） 

現在は、デジタル技術を前提とした行政に転換する過渡期であ

ります。多様化する市民ニーズや新しいライフスタイルに対応す

るため、本市のＤＸのコンセプトである「さいたまデジタル八策」

に基づき、窓口手続のオンライン化や、市民の皆様がスマートフ

ォンなどを活用して道路の損傷等を通報することができる道路通

報システムを構築します。  

教育の領域においては、高等学校及び中学校の運動部において、

ＩＣＴを活用した指導方法の検討及び実証実験を実施してまいり

ます。  

 ま た 、 多 様 化 ・ 複 雑 化 す る 行 政 課 題 に 柔 軟 に 対 応 す る た め 、

「公」と「民」との連携を推進し、行政コストの削減を図りなが

ら、質の高い公共サービスの提供を目指す必要があります。  
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具体的には、公園のにぎわい創出に向けたＰａｒｋ－ＰＦＩな

どの公民連携事業や、多様な機能を有するグリーンインフラの推

進に向けて、公民が連携して緑化滞在空間を創出する社会実験な

どを進めてまいります。  

 次に、総合振興計画の重点戦略の柱に沿って、関連事業も含め

て申し上げます。  

 

１  先進技術で豊かな自然と共存する環境未来都市の創造  

まず、先進技術で豊かな自然と共存する環境未来都市の創造に

ついてであります。 

住民等が抱える社会課題を解決するため、市民生活の様々な分

野において、ＡＩやＩｏＴなどの技術を活用し、民間事業者によ

る 生 活 支 援 サ ー ビ ス な ど の 実 証 や 社 会 実 装 に 取 り 組 む こ と で 、

「スマートシティさいたまモデル」の構築を目指します。 

また、見沼田圃の保全と新たな活用・創造を推進するため、新

たな散策拠点の検討や、サポーター制度を活用した桜回廊の管理

向上を図ってまいります。  

 

２  一 人 ひ と り が “ 健 幸 ” を 実 感 で き る ス マ ー ト ウ エ ル ネ ス シ

ティの創造  

次に、一人ひとりが“健幸”を実感できるスマートウエルネス

シティの創造につきましては、医療・介護のデータから高齢者の

健康課題を把握し、健康状態に課題がある方やフレイル予防が必
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要な方などに対する個別的な保健指導を実施してまいります。  

また、ＩＣＴを活用し、楽しみながら継続的な健康づくりを支

援するため、歩数等に応じてポイントを付与する健康マイレージ

事業を実施してまいります。  

さらに、超高齢社会における高齢者の生きがいづくりや地域コ

ミュニティの活性化を図るため、サーマルエネルギーセンターの

整備にあわせ、余熱を有効活用した新たな東楽園の建築工事に着

手します。  

 

３  笑顔あふれる日本一のスポーツ先進都市の創造 

次に、笑顔あふれる日本一のスポーツ先進都市の創造につきま

しては、昨年のオリンピックを契機に関心が高まっているアーバ

ンスポーツを楽しむ環境の整備に向けて、公民連携組織を設立し、

体験型イベントの開催や身近にアーバンスポーツができる場所の

整備を推進してまいります。  

また、子どものスポーツ能力測定会や大人の体力測定会の開催

などを通じて、誰もがスポーツに親しむことのできる生涯スポー

ツを振興してまいります。さらに、子どもから大人まで、初心者

から上級者まで、市民の皆様が体力に応じて楽しめるランニング

イベントを開催するとともに、令和５年度のフルマラソン化の実

現に向けた準備も進めてまいります。 
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４  子どもたちの未来を拓く日本一の教育都市の創造 

次に、子どもたちの未来を拓く日本一の教育都市の創造につい

てであります。  

本市独自の英語教育である「グローバル・スタディ」を引き続

き推進するとともに、ＧＩＧＡスクール構想により整備した児童

生徒１人１台端末の効果を高めるため、全ての小学校と特別支援

学校にプロジェクタを整備し、対面授業とデジタルのベストミッ

クスを図ってまいります。  

また、先ほど申し上げたひまわり特別支援学校への知的障害教

育部門高等部の設置に向けた準備を進めるとともに、市立小学校

の３５人学級を推進するため、教室改修及び仮設校舎の設置によ

り教室を確保し、個別最適な学びと協働的な学びの実現を目指し

ます。  

さらに、教育の質の向上と持続可能で機能性・合理性を高めた

教育環境の整備に向けて、水泳授業の民間委託化をモデル的に実

施してまいります。 

 

５  ヒ ト ・ モ ノ ・ 情 報 を 呼 び 込 み 、 東 日 本 の 未 来 を 創 る 対 流 拠

点都市の創造 

次に、ヒト・モノ・情報を呼び込み、東日本の未来を創る対流

拠点都市の創造についてであります。 

広域交通ネットワークを構築するため、新大宮上尾道路の事業

区間の早期完成と圏央道までの未事業化区間の早期事業化を目指
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し、関係機関への要望活動などを実施するとともに、首都高速埼

玉新都心線の東北自動車道までの延伸を目指し、国や県などと連

携して検討を進めてまいります。  

新幹線６路線等が乗り入れる本市の拠点性を生かす取組として

は、東日本連携センター「まるまるひがしにほん」においてシテ

ィプロモーションイベントや商談会を行うとともに、ｅスポーツ

イベント開催による観光誘客促進や新たなビジネスマッチングを

行うことにより、市内はもとより東日本全体の地域経済の活性化

を図ってまい ります。ま た、「東日本連携・創生フォーラム」で

は、ＳＤＧｓをテーマとした連携も進めてまいります。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内経済の

活性化を図るため、オンラインを活用した謎解きイベントや本市

伝統産業のプロモーションなどを実施します。  

このほか、食肉中央卸売市場・と畜場及び道の駅を一体的に整

備する「（仮 称）農業及 び食の流通・観光産業拠点」の整備に着

手します。  

 

６  子どもから高齢者まで、あらゆる世代が輝けるまちづくり 

次に、子どもから高齢者まで、あらゆる世代が輝けるまちづく

りに関する事業であります。  

まず、子育て家庭の様々なニーズに応えるため、認可保育所等

の整備を促進するなど、多様な保育の受け皿を確保するとともに、

働きながら幼稚園を利用できる環境を整えるため、児童を送迎す
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る拠点となる「送迎保育ステーション」を武蔵浦和駅周辺に整備

します。  

また、近年ニーズが高まっている医療的ケアを必要とする子ど

もの受入れについて、私立認可保育所等に対して支援を行うこと

で、受入れ施設の拡大を図ってまいります。  

さらに、生活困窮世帯の子どもたちの基礎学力の向上や大人と

触れ合う居場所の提供などを目的とした学習支援を実施してまい

ります。  

高 齢 者 を 対 象 と し た 支 援 と し て は 、 シ ル バ ー ポ イ ン ト 事 業 や

「ますます元気教室」などの開催により、高齢者の生きがいづく

りや健康づくり、介護予防を推進するとともに、地域における住

民主体の介護予防活動のためのボランティア育成を行ってまいり

ます。  

 

７  激動する新時代に「未来技術」で躍動する地域産業づくり 

次に、激動する新時代に「未来技術」で躍動する地域産業づく

りに関する事業として、先ほど申し上げた農業のＤＸを推進する

とともに、地産地消の更なる推進のため、農産物直売所等を軸に、

市民農園や観光農園と連携した農業交流施設の整備に着手します。 

また、市内中小企業の持続的な成長とＤＸの推進に向けて、セ

ミナーなどの意識啓発や人材育成支援、ＡＩ・ＩｏＴなどの実装

支援等を行うことで企業のビジネスモデル変革を促進してまいり

ます。  
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さらに 、「さい たまスイーツ」を広くＰＲするため、市内お菓

子工場直売所や個店と連携したキャンペーンを実施するとともに、

ＳＮＳなどを活用した情報を発信することで、市内スイーツの全

体の消費拡大による地域経済の活性化を図ってまいります。  

 

８  災害に強く、市民と共につくる安全・安心なまちづくり 

次に、災害に強く、市民と共につくる安全・安心なまちづくり

に関する事業であります。  

災害時の被害を軽減し市民の安全を守ることは、喫緊の課題の

ひとつであり、先ほど申し上げた準用河川の改修や雨水管・雨水

貯留施設等の整備を進め、防災上の重要な道路等の無電柱化を推

進してまいります。 

また、市民の安全・安心を確保するため、交通データなどを活

用した交通安全対策を推進するとともに、自治会による防犯カメ

ラの設置や犯罪統計データを効率的に活用し、地域における自主

防犯活動の支援を行ってまいります。 

 

９  環境に配慮したサステナブルで快適な暮らしの実現  

次に、環境に配慮したサステナブルで快適な暮らしの実現に関

する事業であります。 

 家庭ごみの組成分析や市民意識調査の結果を基に一般廃棄物処

理基本計画を改定するとともに、食品ロスを減らしていくライフ
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スタイルへの 転換を促進 するため、「食品ロス削減全国大会」を

開催します。  

また、西部環境センターと東部環境センターを統合し、サーマ

ルエネルギーセンターを建設するため、引き続き新施設の工事を

実施するとともに、クリーンセンター大崎については、施設の長

寿命化を図るための基幹的設備改良工事を実施してまいります。 

 

10 絆で支え合い、誰もが自分らしく暮らせるまちづくり 

絆で支え合い、誰もが自分らしく暮らせるまちづくりに関する

事業につきましては、自治会活動のＤＸを支援するため、自治会

向けＩＣＴ講座を開催するとともに、先ほど申し上げた自治会電

子回覧板モデル事業を実施してまいります。  

また、地域全体で未来を担う子どもたちを育むため、市立学校

においてコミュニティ・スクールを全校実施に拡大し、学校を核

とした地域づくりを推進してまいります。  

文化芸術都市の創造に向けては、専門人材による調査研究、芸

術活動支援及び象徴的事業を実施するアーツカウンシルを創設す

るとと もに、「さ いたま 国際芸術祭」の開催に向けて、広報戦略

を含めた開催実施計画を関係機関と連携して策定します。また、

市民の多様化する文化芸術活動を支えるため、美術館等の文化芸

術創造拠点の整備に向けた調査・検討を行ってまいります。  
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11 質の高い都市経営の実現  

次に、質の高い都市経営の実現に関する事業であります。 

まず、市民協働・公民連携につきましては、市民活動団体が実

施する公益的な事業を支援するため、引き続き基金を活用したマ

ッチングファンド制度による協働事業を推進してまいります。  

また、多様化・複雑化する行政課題に柔軟に対応するため、先

ほど申し上げたＰａｒｋ－ＰＦＩなどの多様な公民連携手法を活

用することにより、行政コストの削減を図りながら、質の高い公

共サービスの提供を支援してまいります。  

高品質経営市役所に関する事業につきましては、業務の効率化

に資するＲＰＡの拡充や、職員による簡易なシステム開発を可能

とするノーコード・ローコードの導入を進めるとともに、ペーパ

ーレス会議やテレワークの環境整備などを通じて、多様な働き方

を実現してまいります。  

 また、区役所では、御家族を亡くされた際の窓口手続の負担軽

減を図るため 、死亡時の 主な手続を一体的に行う「（仮称）おく

やみコーナー」を１０区全てに設置します。  
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Ⅴ 結びに 

 

「着眼大局、着手小局」という言葉があります。  

昭和の将棋界を代表する升田幸三名人が座右の銘とした言葉で、

常に大局に着眼し、目の前の局面に細心の注意で着手せよ、そう

することで未来は切り拓ける、という意味が込められています。 

新型コロナウイルス感染症と人間との闘いは、依然、予断を許

さない厳しい局面が続いています。人口減少社会の到来、気候変

動や激甚化する自然災害、誰一人取り残さない社会の実現など、

成人を迎えた本市が対峙している局面を切り拓いていくためには、

多くの困難が待ち受けています。  

だからこそ、私たちは英知を結集し、本市の将来への大局観を

忘れることなく、今できる最善の努力を、その現場、その課題ご

とに着実に積み重ねていかなければなりません。  

私たちには、先人の御努力によって築かれてきた優れた都市機

能や見沼田圃に象徴される豊かなみどりがあり、それらを受け継

ぎ、発展させてきた本市２０年の歴史があります。子どもたちの

健やかな成長を支え、このまちをよりよくするために力を尽くし

てくださる地域の人々の絆は、この２０年で大きく強く発展して

まいりました。  

これら の蓄積 を誇りとしながら、「上質な生活都市」、「東日本

の中枢都市」という本市の未来に向かって、私は、引き続き「責

任と共感・共汗」、「徹底した現場主義」、「公平・公正・開かれた
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市政」の基本姿勢を貫き、皆様と一層力を合わせ、さいたま市の

新たな局面を拓く挑戦に全身全霊で臨んでまいります。 

 

以上、令和４年度の市政に臨む私の所信及び市政の基本方針を

申し上げました。市民の皆様及び議員各位の御理解、御協力を賜

りますようお願い申し上げます。  

さて、今議会に提出いたしました議案は６８件でございます。  

予 算 議 案 と い た し ま し て 、 補 正 予 算 が １ ６ 件 、 新 年 度 予 算 が 

１ ７件、また、条例議案が１７件、一般議案が１８件でございます。 

何とぞ慎重なる御審議の上、各議案につきまして、御承認をい

ただきますようお願いを申し上げます。 

 

令和４年２月１日  

さいたま市長   清  水  勇  人  
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